
頁、行 誤 正

３３頁下から８行目～９行目
の財産取得に関する政令は、昭和５５年１２月１日
から廃止され、特許法その他の法律の中で一定
の制限を加えることとなった（特許２５条参照））。

の財産取得に関する政令）は、昭和５５年１２月１
日から廃止され、特許法その他の法律の中で一
定の制限を加えることとなった（特許２５条参照）。

４４頁下から７行目 （１４条２項） （１９条２項）

１０３頁下から１１行目 明記方法 明認方法

１９７頁下から６行目 （同条１項） 　（１３３条１項）

同頁下から４行目 （１３３条２項） （同条２項）

２４１頁５行目 客観的起算点から１０年 客観的起算点から２０年または１０年

３２２頁７～８行目 本人と占有代理との関係 本人と占有代理人との関係

３６８頁下から６行目 国庫 国庫または都道府県

３６９頁下から４行目 （２９２条） （２９５条）

４４４頁９行目 漁業２３条２項 漁業７７条２項

４４５頁５行目 漁業２３条・２４条 漁業７７条・７８条

４６５頁５行目 国健法４７条 国健法６７条

５２３頁下から４～５行目 共同根抵当は、「同一の債権」の担保として
共同根抵当も認めている。これは、「同一の債権」
の担保として
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以下の誤植がございました。ここに深くお詫びし訂正させていただきます。


